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地方独立行政法人山口県立病院機構は、平成 23 年（2011）に設立されて以降、      

２つの県立病院である県立総合医療センター（504 床）と県立こころの医療センター

（180 床）を管理運営し、高度専門医療はもちろんのこと、他の医療機関では担えな

い医療を提供するという使命を果たすべく、様々な取組を進めているところです。 

 まず、県立総合医療センターでは、高度急性期・専門医療を担う県の基幹病院とし

て、がんゲノム医療連携病院やてんかん支援拠点病院の指定を受けたほか、種々の  

ロボット手術を導入するなど新しい分野を積極的に取り入れております。 

 また、県立こころの医療センターでは、県内唯一の公的精神科病院として、精神科

における救急医療や災害医療のほか、児童・思春期や高次脳機能障害などの専門医療

を担っております。 

 こうした中、近年、特に注目されたのが感染症対策、とりわけ新型コロナウイルス

感染症への対応であり、県内唯一の第一種感染症指定医療機関である県立総合医療セ

ンターを中心に重症患者や他院での受け入れが困難な感染症患者を受け入れ、まさに、

「感染症における県内最後の砦」として県内では高い評価を受けております。 

このように、その役割が注目されている２つの県立病院ですが、県立総合医療セン

ターについては竣工以来 40 年が経過していることから、将来にわたって本県医療の

中核的役割を果たせるよう、こころの医療センターとも連携した機能強化に向けて、

県において基本構想の策定が行われているところです。 

県立病院機構としては、今後とも、２つの県立病院の機能を更に高め、山口県の医

療を積極的にリードできる病院としていきたいと考えていますので、これからも、関

係各位と県民の皆様の御協力と御支援をいただきますよう、よろしくお願い申し上げ

ます。 

 

地方独立行政法人 山口県立病院機構 理事長  岡 紳爾  

  

 

 

 

 

 

 

1 理事長によるメッセージ 
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（１）法人の目的［地方独立行政法人山口県立病院機構定款第１条］ 

   医療の提供、医療に関する調査及び研究並びに医療従事者等の研修を行うこと 

  により、県民の健康の保持増進を図り、もって健康で文化的な生活の向上に資す 

  ること。 

（２）業務内容［地方独立行政法人山口県立病院機構定款第 16条］ 

①医療を提供すること。 

②医療に関する調査及び研究を行うこと。 

③医療従事者等の研修を行うこと。 

 ④前３号の業務に附帯する業務を行うこと。 

 
 

 

 地域の医療機関等との機能分化・連携強化を進め、救急医療、災害医療、へき地医

療、周産期医療、小児医療、感染症医療や、がん、脳卒中、心筋梗塞等の心血管疾患、

糖尿病、精神疾患等に対する高度専門医療など、県立病院として対応すべき医療を、

経営基盤の強化を図りながら継続的に提供するとともに、県内の医療機関や医療従事

者を支援することにより、本県の医療水準の向上を図ります。 

 
 

 

 地方独立行政法人法等に基づき、設立団体の山口県が定めた達成すべき業務運営に

関する目標（中期目標）の指示を受け、当目標を達成するための計画を作成し、業務

運営を行っています。 

 第３期中期目標の期間が令和４年度までとなっていたことから、このたび、第４期

〈令和５～８年度〉に向けた中期目標が定められました。 

 当中期目標は、総合医療センターの機能強化や国が示す「公立病院経営強化ガイド

ライン」への対応を踏まえて策定され、構成は次表のとおりです。 

なお、詳細につきましては、当機構ホームページに掲載していますので、御覧くだ

さい。（https://www.ypho.jp/p1-corporation/p1-4kouhyou/index.html） 

 

 

 

２ 法人の目的、業務内容 

３ 法人の位置付け及び役割 

４ 中期目標 

https://www.ypho.jp/p1-corporation/p1-4kouhyou/index.html
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◇第４期中期目標の構成 

 

  山口県保健医療計画や中期目標・中期計画、また、今後、県において策定される 

県立総合医療センターの機能強化に向けた基本構想や基本計画等もしっかり踏ま

えつつ、２つの病院の基本理念や基本方針等に沿って、適切に管理運営します。 
 

■各種計画の位置づけ等 

 

 

５ 理事長の理念や運営上の方針・戦略等 
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 ■両病院の基本理念等 
 

項 目 県 立 総 合 医 療 セ ン タ ー 県 立 こ こ ろ の 医 療 セ ン タ ー 

基 本 理 念 
県民の健康と生命を守るために満足

度の高い医療を提供する 

県民の心の健康を支える質の高い医療

の提供 

目 標 ・ 

基 本 方 針 

１ 患者本位の医療 

２ 良質な医療 

３ 親切な医療 

４ 信頼される医療 

５ 地域に開かれた医療を提供し、

県民の健康に資する 

１ 急性期を中心とする医療 

２ 人権を尊重する医療 

３ 患者・家族と共に歩む医療 

４ 社会復帰を促進する医療 

５ 地域社会と連携する医療の実践 

 

 中期目標を達成するための中期計画と当該計画に基づく年度計画を作成していま

す。中期計画と当事業年度に係る年度計画との関係は次のとおりです。 

 詳細につきましては、当機構ホームページに掲載していますので、御覧ください。

（https://www.ypho.jp/p1-corporation/p1-1zaimu/index.html） 

第 ３ 期 中 期 計 画 と 主 な 指 標 等 当 年 度 計 画 と 主 な 指 標 等 

第１ 県民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するために

とるべき措置 

１ 医療の提供 

(1) 県立病院として対応すべき医療の充実 

《県立総合医療センター》 

○県民の健康と生命を守るため、県立病院とし

て、救急医療、周産期医療、へき地医療、災害

医療、感染症医療など､他の医療機関では対応

困難な医療や不採算医療などに対し､積極的に

対応  

 

○県の基幹病院として､高度専門医療を充実させ

るとともに、地域の医療機関等との連携体制を

強化し、より質の高い医療を継続的に提供 

 

 

 

 

(1) 県立病院として対応すべき医療の充実 

《県立総合医療センター》 

○県民の健康と生命を守るため、県立病院とし

て、救急医療、周産期医療、へき地医療、災害

医療、感染症医療など、他の医療機関では対応

困難な医療や不採算医療などに対し、積極的に 

対応  

 

○県の基幹病院として、高度専門医療を充実させ

るとともに、地域の医療機関等との連携体制を

強化し、より質の高い医療を継続的に提供 

 

○将来にわたって本県医療の中核的役割を果た

させるよう、アクセス性や受療動向等も考慮

し、全面的な建替に取組む。 

６ 中期計画及び年度計画 

https://www.ypho.jp/p1-corporation/p1-1zaimu/index.html
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指標 H29 実績 3 期中期計画 

新規入院患者数 10,723 人 12,000 人 

平 均 在 院 日 数 14.4 日 14.0 日 

〇救急医療  

・重症、重篤な救急患者の常時受入れ 

○周産期医療 

・高度で専門的な周産期医療の常時提供 

・NICU退院児に対する地域の関係機関との連携等 

 

 

 

 

 

 

・人工授精、体外受精などの高度生殖医療を積極

的に推進 

指標 H29 実績 3 期中期計画 

体外受精治療周期数 265 件 150 件 

 

 

指標 H29 実績 3 期中期計画 

産 科 分 娩 件 数 638 件 650件 

院内助産院分娩件数 39件 50件 

○へき地医療  

 

 

・巡回診療や代診医派遣の実施、総合医の育成支

援等  

指標 H29 実績 3 期中期計画 

巡回診療の実施 99回 原則週 2 回 

○災害医療  

・災害時の医療救護活動、ＢＣＰに係る研修・訓

 

指標 R4 計画 

新規入院患者数 12,000 人 

平 均 在 院 日 数 14.0 日 

○救急医療 

・重症、重篤な救急患者の常時受入れ 

○周産期医療 

・高度で専門的な周産期医療の常時提供 

・NICU退院児に対する地域の関係機関との連携等 

指標 R4 計画 

ハ イ リ ス ク 妊 娠 件 数 80件 

ハ イ リ ス ク 分 娩 件 数 115件 

出生前診断・遺伝相談件数 120件 

新 生 児 入 院 件 数 150件 

新 生 児 外 科 実 施 件 数 10件 

・人工授精、体外受精などの高度生殖医療を積  

極的に推進 

指標 R4 計画 

体外受精治療周期数 150 件 

・産後の母子に対し、地域ニーズに合わせた産後

ケアを実施 

指標 R4 計画 

産 科 分 娩 件 数 650件 

院内助産院分娩件数 50件 

○へき地医療  

・オンライン診療の実証実験や若手医師に対して

5Gを活用しての遠隔指導等 

・巡回診療や代診医派遣の実施、総合医の育成支

援等  

指標 R4 計画 

巡回診療の実施 原則週 2 回 

○災害医療  

・災害時の医療救護活動、ＢＣＰに係る研修・訓
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練の実施等  

・公的機関が開催する災害訓練に災害派遣医療チ

ーム（ＤＭＡＴ）の充実｡ 

指標 H29 実績 3 期中期計画 

ＤＭＡＴの災害訓練への参加 2回 1回以上 

○感染症医療  

・医療体制の整備、感染症発生時の迅速かつ確実

な対応 

 

 

 

・ 一類感染症、二類感染症又は新型インフルエン

ザ等感染症患者の発生を想定した訓練を実施 

指標 H29 実績 3 期中期計画 

感染症に関する訓練の実施 1回 1回 

○専門医療、急性期医療 

・固形がん、血液がんに対する集学的治療、緩和

ケアの推進等  

指標 H29 実績 3 期中期計画 

胸(腹)腔鏡下手術件数 

(肺がん・胃がん・大腸がん) 

75件 80件 

放 射 線 治 療 人 数  220人 250人 

薬 物 療 法 人 数  1,282 人 1,300 人 

・脳卒中などの脳血管疾患に対する専門的治療の

迅速な提供等  

指標 H29 実績 3 期中期計画 

脳血管内手術件数 78 件 60 件 

・心筋梗塞等の心血管疾患に対する診療科横断的

治療の迅速な提供等  

指標 H29 実績 3 期中期計画 

経食道心エコー件数  191 件  200 件 

経皮的冠動脈ステント留置術件数 222 件 250 件 

大動脈瘤ステントグラフト内挿術件数 88 件 80 件 

心臓外科手術件数  52 件 60 件 

練の実施等 

・公的機関が開催する災害訓練に災害派遣医療チ

ーム（ＤＭＡＴ）を派遣｡ 

指標 R4 計画 

ＤＭＡＴの災害訓練への参加 1回以上 

○感染症医療  

・医療体制の整備、感染症発生時の迅速かつ確実 

な対応 

・新型コロナウイルス感染症については、特に他

病院で対応できない重症患者や妊産婦等を積

極的に受け入れ、適切な医療を提供。 

・一類感染症、二類感染症又は新型インフルエン

ザ等感染症患者の発生を想定した訓練を実施 

指標 R4 計画 

感染症に関する訓練の実施 1回 

○専門医療、急性期医療 

・固形がん、血液がんに対する集学的治療、緩和

ケアの推進等 

指標 R4 計画 

胸(腹)腔鏡下手術件数 

(肺がん・胃がん・大腸がん) 

80件 

放 射 線 治 療 人 数  250人 

薬 物 療 法 人 数  1,300人 

・脳卒中などの脳血管疾患に対する専門的治療の

迅速な提供等 

指標 R4 計画 

脳血管内手術件数 60件 

・心筋梗塞等の心血管疾患に対する診療科横断的

治療の迅速な提供等  

指標 R4 計画 

経食道心エコー件数  200 件 

経皮的冠動脈ステント留置術件数 250 件 

大動脈瘤ステントグラフト内挿術件数 80 件 

心臓外科手術件数  60 件 
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・糖尿病の透析予防指導等  

・人工関節センターにおける高度な治療の実施等 

 

指標 H29 実績 3 期中期計画 

人工関節(股・膝)置換術件数 433件 400件 

・早期急性期リハビリテーションの充実や後方支

援病院との連携強化  

指標 H29 実績 3 期中期計画 

運動器ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ単位数 39,649 単位 42,000 単位 

呼吸器ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ単位数 4,787 単位 5,000 単位 

心大血管ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ単位数 6,003 単位 8,000 単位 

脳血管等ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ単位数 27,753 単位 30,000 単位 

・小児専門医療、遺伝診療、認知症及び難治性て

んかんへの対応 

 

≪県立こころの医療センター≫ 

○県民のこころの健康を支える県の基幹病院と

して、精神科における救急・急性期医療や難治

性・重症患者への専門医療等の充実を図りつ

つ、質の高い医療を提供 

指標 H29 実績 3 期中期計画 

新規入院患者数 409人 480人 

平 均 在 院 日 数 141.7日 130 日以内 

○精神科救急・急性期医療への対応 

・精神科救急医療システムの基幹病院としての役

割を担う等  

○難治性・重症患者への専門医療及び地域生活支

援への対応  

・多職種連携によるチーム医療の提供、退院後の 

医療や支援のための関係機関との連携等  

 

 

 

・糖尿病の透析予防指導等 

・人工関節センターにおける手術支援ロボットの

活用による低侵襲で高度な治療の実施等 

指標 R4 計画 

人工関節(股・膝)置換術件数 400件 

・早期急性期リハビリテーションの充実や後方支

援病院との連携強化  

指標 R4 計画 

運動器ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ単位数 42,000単位 

呼吸器ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ単位数 5,000 単位 

心大血管ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ単位数 8,000 単位 

脳血管等ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ単位数 30,000単位 

・小児専門医療、遺伝診療、認知症及び難治性て

んかんへの対応 

 

≪県立こころの医療センター≫ 

○県民のこころの健康を支える県の基幹病院と

して、精神科における救急・急性期医療や難治

性・重症患者への専門医療等の充実を図りつ

つ、質の高い医療を提供 

指標 R4 計画 

新規入院患者数 480人 

平 均 在 院 日 数 130日以内 

○精神科救急・急性期医療への対応 

・精神科救急医療システムの基幹病院としての役

割を担う等  

○難治性・重症患者への専門医療及び地域生活支

援への対応  

・多職種連携によるチーム医療の提供、退院後の

医療や支援のための関係機関との連携等  
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指標 H29 実績 3 期中期計画 

措置・緊急措置入院患者の受入れ（県内比率） 45.4％ 40％ 

時間外・休日・深夜の診療件数 210件 300件 

精神科救急情報センター対応件数 255件 300件 

入院期間５年以上の在院者比率 23.4％ 17％以下 

○児童・思春期精神医療の充実  

・多職種連携による診療体制の強化、臨床心理 

センターにおける関係機関支援等 

指標 H29 実績 3 期中期計画 

専門外来診療延べ患者数 325 人 350人 

うち児童・思春期外来診療延べ患者数 120 人 190人 

関係機関（児相、知更相）支援件数 69回 60回 

○認知症、高次脳機能障害への医療連携の構築 

・認知症疾患医療センターや高次脳機能障害支援 

センターにおける専門医療相談等  

・若年性認知症に対する相談体制の充実 

指標 H29 実績 3 期中期計画 

地域包括支援センターとの連携会議・協議会開催回数 16回 16回 

認知症疾患医療センター相談件数 765回 600件 

若年性認知症支援相談窓口相談件数 169回 150件 

高次脳機能障害支援センターケース会議・支援会議開催回数 63回 60回 

高次脳機能障害支援センターによる人材育成のための研修会・講習会(講師派遣を含む。)の開催回数 24回 20回 

○災害精神医療への対応  

・災害拠点精神科病院の役割を担うための機能充

実  

・災害時における精神科医療の提供やＤＰＡＴの

充実 

指標 H29 実績 3 期中期計画 

DPAT の災害訓練への参加 -   1回以上   

○司法精神医療体制の向上 

・医療観察法の指定入院・通院医療機関としての

適切な医療提供 

 

指標 R4 計画 

措置・緊急措置入院患者の受入れ（県内比率） 40％ 

時間外・休日・深夜の診療件数 300件 

精神科救急情報センター対応件数 300件 

入院期間５年以上の在院者比率 17％以下 

○児童・思春期精神医療の充実  

・多職種連携による診療体制の強化、臨床心理 

センターにおける関係機関支援等 

指標 R4 計画 

専門外来診療延べ患者数 350人 

うち児童・思春期外来診療延べ患者数 190人 

関係機関（児相、知更相）支援件数 60回 

○認知症、高次脳機能障害への医療連携の構築 

・認知症疾患医療センターや高次脳機能障害支援

センターにおける専門医療相談等  

・若年性認知症に対する相談体制の充実 

指標 R4 計画 

地域包括支援センターとの連携会議・協議会開催回数 16回 

認知症疾患医療センター相談件数 600件 

若年性認知症支援相談窓口相談件数 150件 

高次脳機能障害支援センターケース会議・支援会議開催回数 60回 

高次脳機能障害支援センターによる人材育成のための研修会・講習会(講師派遣を含む。)の開催回数 20回 

○災害精神医療への対応  

・災害拠点精神科病院の役割を担うための機能充

実  

・災害時における精神科医療の提供やＤＰＡＴの

充実 

指標 R4 計画 

ＤPＡＴの災害訓練への参加 1回以上 

○司法精神医療体制の向上 

・医療観察法の指定入院・通院医療機関としての

適切な医療提供 
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（２）地域医療への支援  

○地域医療連携の推進 

・地域医療支援病院として、病診連携・病病連携

を強化するなど、 医療機能の分化・連携を推進 

指標 H29 実績 3 期中期計画 

紹介率 77.1％ 60％ 

逆紹介率 86.1％ 80％ 

・地域包括ケアシステムの構築に向け、地域の医

療機関等との連携体制を強化するとともに、 

医療従事者の資質向上のための研修会を開催 

指標 H29 実績 3 期中期計画 

地域医療従事者の資質向上のた 

めの研修会の開催回数 
  - 12 回 

○社会的な要請への協力  

・公的機関が行う研修会への講師派遣等 

 

（３）医療従事者の確保、専門性の向上 

○医療従事者の確保  

・大学などの教育、養成機関などと連携し、適時

適切な採用等  

○医療従事者の専門性の向上  

・質の高い医療従事者の育成、資格取得に対する

支援等 

 

（４）医療に関する安全性の確保  

○医療事故の防止対策 未然防止努力、発生状 

  の公表等 

指標 H29 実績 3 期中期計画 

 

転倒・転落事故発生率 

（レベル 2以上）  

総合医療センター  

0.00019％ 

総合医療センター  

0.00033％以下 

こころの医療センター  

0.00010％ 

こころの医療センター  

0.00034％以下 

 

（２）地域医療への支援  

○地域医療連携の推進 

・地域医療支援病院として、病診連携・病病連携

を強化するなど、 医療機能の分化・連携を推進 

指標 R4 計画 

紹介率 60％ 

逆紹介率 80％ 

・地域包括ケアシステムの構築に向け、地域の医

療機関等との連携体制を強化するとともに、 

医療従事者の資質向上のための研修会を開催 

指標 R4 計画 

地域医療従事者の資質向上のた 

めの研修会の開催回数 
  12 回 

○社会的な要請への協力  

・公的機関が行う研修会への講師派遣等 

 

（３）医療従事者の確保、専門性の向上 

○医療従事者の確保  

・大学などの教育、養成機関などと連携し、適時

適切な採用等  

○医療従事者の専門性の向上  

・質の高い医療従事者の育成、資格取得に対する

支援等 

 

（４）医療に関する安全性の確保  

○医療事故の防止対策 未然防止努力、発生状況

の公表等 

指標  R4 計画 

 

転倒・転落事故発生率 

（レベル 2以上）  

総合医療センター  

0.00033％以下 

こころの医療センター  

0.00034％以下 
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○医薬品及び医療機器の安全管理 

・入院患者への薬剤業務を充実させ、安心・安全

な薬剤使用の推進に努める。 

 

指標 H29 実績 3 期中期計画 

 

服薬指導件数 

総合医療センター 

15,621件 

総合医療センター  

16,000件 

こころの医療センター 

558 件 

こころの医療センター 

560件 

 

○院内感染の防止対策  

・院内感染の監視、指導・教育の充実 

 

（5）患者サービスの向上 

○患者本位の医療の実践  

・入院から退院までの総合的なサポート体制の充実 

・インフォームドコンセントの充実等 

・クリニカルパスの活用等 

指標 H29 実績 3 期中期計画 

クリニカルパス使用件数 3,768件 4,000件 

・患者及び家族への相談支援 

指標 H29 実績 3 期中期計画 

総合医療センター 

一 般 相 談 件 数 

 

8,340 件 

 

8,000 件 

こころの医療センター 

24 時間電話相談件数 

 

1,875 件 

 

2,000 件 

 

○チーム医療の推進 多職種の連携・補完による

医療の推進  

○適正な情報管理  

・情報管理体制の強化  

○院内サービスの向上  

・患者及び来院者ニーズに対する院内サービス改

善等 

○医薬品及び医療機器の安全管理 

・入院患者への薬剤業務を充実させ、安心・安全

な薬剤使用の推進に努める。 

 

指標 R4 計画 

 

服薬指導件数 

総合医療センター 

16,000件 

こころの医療センター 

560件 

 

○院内感染の防止対策  

・院内感染の監視、指導・教育の充実 

 

（5）患者サービスの向上 

○患者本位の医療の実践  

・入院から退院までの総合的なサポート体制の充実 

・インフォームドコンセントの充実 

・クリニカルパスの活用等 

指標 R4 計画 

クリニカルパス使用件数 4,000件 

・患者及び家族への相談支援 

指標 R4 計画 

総合医療センター 

一 般 相 談 件 数 

 

8,000件 

こころの医療センター 

24 時間電話相談件数 

 

2,000件 

 

○チーム医療の推進 多職種の連携・補完による

医療の推進  

○適正な情報管理  

・情報管理体制の強化  

○院内サービスの向上  

・患者及び来院者ニーズに対する院内サービス改

善等 



令和４年度事業報告書 

 

- 11 - 

 

 

 

指標 H29 実績 3 期中期計画 

 

患者満足度 

総合医療センター  

97.1% 

総合医療センター  

95% 

こころの医療センター  

95.2% 

こころの医療センター  

95% 

○情報の発信  

・県民への健康に有用な情報の提供 等 

指標 H29 実績 3 期中期計画 

県民公開講座の開催（総合医療センター） 4 回 4 回 

病院広報誌の発行回数 

（総合・こころの医療センター） 

 

4 回 

 

4 回 

 

（６）施設設備の整備  

・災害対応も見据え、医療施設や高度医療機器な

どの計画的整備 等 

 

 

指標 R4 計画 

 

患者満足度 

総合医療センター  

95% 

こころの医療センター  

95% 

○情報の発信  

・県民への健康に有用な情報の提供 等 

指標 R4 計画 

県民公開講座の開催（総合医療センター） 4回 

病院広報誌の発行回数 

（総合・こころの医療センター） 

 

4回 

 

（６）施設設備の整備  

・災害対応も見据え、医療施設や高度医療機器な

どの計画的整備 等 

・老朽化や医療環境の変化に伴う狭隘化が問題と

なる総合医療センターについて、建替えを前提

とした効率的な施設設備の整備 

２ 医療に関する調査及び研究 

〇臨床研究の実施  

・調査研究の取組、がん登録の推進、治験・共同

研究の実施 

〇臨床研究の実施  

・調査研究の取組、がん登録の推進、治験・共同 

研究の実施 

３ 医療従事者等の研修 

○臨床研修医の受入れ  

・研修実施体制の充実等 

指標 H29 実績 3 期中期計画 

初期研修医数 

（総合医療センター） 
28 人 26 人 

○実習生の受入れ  

・医学生、看護学部生などの受入れ等 

○地域医療従事者の育成 実習の引受け、研修会

等の実施 

○臨床研修医の受入れ  

・研修実施体制の充実等 

指標 R4 計画 

初期研修医数 

（総合医療センター） 
26 人 

○実習生の受入れ  

・医学生、看護学部生などの受入れ等 

○地域医療従事者の育成 実習の引受け、研修会 

等の実施 
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第２ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 内部統制の推進 

〇基本方針に掲げた内部統制の取組を効率的・効

果的に実施 

指標 H29 実績 3 期中期計画 

定期内部監査の実施 

（総合・こころの医療センター） 

－ 
1 回 

 

〇基本方針に掲げた内部統制の取組を効率的・効

果的に実施 

指標 R4 計画 

定期内部監査の実施 

（総合・こころの医療センター） 
1 回 

 

２ 効率的・効果的な業務運営 

○経営管理体制の強化  

・戦略的な業務運営、事務効率化等  

○組織・人員配置の的確な運用  

・業務環境等の変化に対応した的確な組織の見直

し、人員配置  

○適切な予算執行  

・効率的・効果的な予算執行、経営改善の成果検

証  

○２病院の連携 

 ・職員の相互派遣、医薬品の共同購入等 

経営管理体制の強化  

・戦略的な業務運営、事務効率化等  

○組織・人員配置の的確な運用  

・業務環境等の変化に対応した的確な組織の見直

し、人員配置  

○適切な予算執行  

・効率的・効果的な予算執行、経営改善の成果検

証  

○２病院の連携 

 ・職員の相互派遣、医薬品の共同購入等 

３ 収入の確保、費用の節減・適正化 

〇収入の確保 

・病診連携・病病連携の拡大による新規入院患者

の増加や効率的かつ、きめ細やかなベッドコン

トロールによる病床利用率の維持・向上 

指標 H29 実績 3 期中期計画 

 

新規入院患者数 

（再掲） 

総合医療センター  

10,723 人 

総合医療センター  

12,000 人 

こころの医療センター  

409 人 

こころの医療センター  

480 人 

 

 

 

 

 

〇収入の確保 

・病診連携・病病連携の拡大による新規入院患者

の増加や効率的かつ、きめ細やかなベッドコン

トロールによる病床利用率の維持・向上 

指標 R4 計画 

 

新規入院患者数 

（再掲） 

総合医療センター  

12,000 人 

こころの医療センター  

480 人 
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○費用の削減 

指標 H29 実績 3 期中期計画 

材料費対医業収益比率 

総合医療センター  

29.5％ 

総合医療センター  

29％以下 

こころの医療センター  

5.8％ 

こころの医療センター  

6％以下 

後発医薬品採用率 

(品目) 

総合医療センター  

13.0％ 

総合医療センター  

14％ 

こころの医療センター  

22.8％ 

こころの医療センター  

20％ 

 
 

指標 H29 実績 3 期中期計画 

後発医薬品使用率（数量） 

（総合医療センター） 

 

80％ 

 

80％ 

○費用の削減 

指標 R4 計画 

材料費対医業収益比率 

総合医療センター 

29％以下 

こころの医療センター  

6％以下 

後発医薬品採用率 

(品目) 

総合医療センター  

14％ 

こころの医療センター  

20％ 

 

 

 

 

指標 R4 計画 

後発医薬品使用率（数量） 

（総合医療センター） 

 

80％ 

第３ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

〇経常収支の改善を図り、中期目標期間内の黒字 

指標 H29 実績 3 期中期計画 

経常収支比率 

総合医療センター  

100.5％ 

総合医療センター  

100％ 

こころの医療センター  

100.6％ 

こころの医療センター  

100％ 

医療収支比率 

総合医療センター  

94.5％ 

総合医療センター  

93.2％ 

こころの医療センター  

78.3％ 

こころの医療センター  

73.4％ 

流動性比率 

総合医療センター  

198％ 

総合医療センター  

150％ 

こころの医療センター  

414.2％ 

こころの医療センター  

150％ 

 

 

 

 

〇経常収支の改善を図り、期間内の黒字 

指標 R4 計画 

経常収支比率 

総合医療センター  

100％ 

こころの医療センター  

100％ 

医療収支比率 

総合医療センター  

93.2％ 

こころの医療センター  

73.4％ 

流動性比率 

総合医療センター  

150％ 

こころの医療センター  

150％ 
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第４ 短期借入金の限度額 

１ 限度額 

〇限度額 １，７００百万円 〇限度額 １，７００百万円 

２ 想定される短期借入金の発生理由 

〇賞与の支給等 

〇資金繰り資金への対応 

〇賞与の支給等 

〇資金繰り資金への対応 

第５ 出資等に係る不要財産又は出資等に係る不要財産となることが見込まれる財産の処分に 

関する計画 

〇なし 〇なし 

第６ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

〇なし 〇なし 

第７ 譲渡金の使途 

〇病院施設の整備、医療機器の購入等 〇病院施設の整備、医療機器の購入等 

第８ 料金に関する事項 

○使用料及び手数料、還付、減免 

第９ その他業務運営に関する重要事項 

１ 人材の確保と育成に関する計画 

・全ての職種において、優れた職員の確保・育成、

適切な人員配置、 給与制度の適正な運用、人事

評価制度の見直し 

・全ての職種において、優れた職員の確保・育成、 

適切な人員配置、 給与制度の適正な運用、人事 

評価制度の見直し 

２ 働きやすい職場づくりに関する計画 

〇働きやすい職場づくり、働き方改革への適切

な対応 

〇働きやすい職場づくり、働き方改革への適切

な対応 

３ 積立金の処分に関する計画 

〇病院施設の整備、医療機器の購入等  

 

（１）ガバナンスの状況 

  山口県立病院機構は、中期目標等に基づき法令等を遵守しつつ業務を行い、地方 

独立行政法人山口県立病院機構定款の目的を有効かつ効率的に果たすため、 内部 

統制に係る基本方針を定めています。 

また、役員（監事を除く。） における職務の執行が地方独立行政法人法、 他の法 

令、山口県条例若しくは規則又は定款に適合することを確保するための体制その他 

７ 持続的に適正なサービスを提供するための源泉 
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地方独立行政法人の業務の適正を確保するための体制を整備するよう業務報告書 

に定めています。 

  詳細につきましては、当機構ホームページに掲載していますので、御覧ください 

（https://www.ypho.jp/p1-corporation/p1-4kouhyou/index.html）。 

   ■ガバナンス体制図 

 

 

 

（２）役員等の状況 

①役員の状況 

［令和５年４月１日現在］ 

職 名 氏 名 任 期 

理事長 岡  紳爾 令和５年４月１日～令和９年３月 31日 

副理事長 武藤 正彦 令和５年４月１日～令和９年３月 31日 

副理事長 中本 一豊 令和３年４月１日～令和７年３月 31日 

理 事 中村 康彦 令和５年４月１日～令和７年３月 31日 

理 事 兼行 浩史 令和５年４月１日～令和７年３月 31日 

理 事 田島 真由美 令和４年４月１日～令和６年３月 31日 

理 事 楠  正夫 令和５年４月１日～令和７年３月 31日 

理 事 花田 千鶴美 令和５年４月１日～令和７年３月 31日 

監 事 秋山 一正 平成 31 年４月１日～令和４年度の財務諸表の

知事承認日 

②会計監査人の名称 

   EY新日本有限責任監査法人 

https://www.ypho.jp/p1-corporation/p1-4kouhyou/index.html
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（３）職員の状況 

［令和５年５月１日現在］ 

職 種 人  数 備        考 

医 師 118 うち役員兼務３人、歯科医師１人含む。 

医療技術 197  

看護職 603 うち役員兼務１人を含む。 

その他 84  

合 計 1,002  

 

（４）重要な施設等の整備等の状況 

①当事業年度中に建替整備が完了した主要施設等 

②当事業年度において建替整備中の主要施設等 

③当事業年度中に処分した主要施設等 

   特記事項なし 

 

（５）純資産の状況 

① 純資産の状況 

  （単位：百万円） 

区 分 期 首 残 高 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 期 末 残 高 

資 本 金 3,144 0 0 3,144 

資 本 剰 余 金 0 24 0 24 
利 益 剰 余 金 
（繰越欠損金） 2,249 92 24 2,318 

純 資 産 合 計 5,394 116 24 5,486 

（注）表示単位未満を四捨五入しているため、各計の数値が表内計算数値と一致しない 

場合があります（以下、表について同じ）。 

 

②目的積立金の取崩内容等 

 基本構想等で示される総合医療センターの機能強化の実現に資するため、令和 

４年８月に、人材確保や施設整備を目的とする積立金を設置しました。 

 当積立金の当年度の執行状況等は次のとおりです。 

 

 

（単位：百万円） 
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区 分 
期 首 
残 高 

当 期 
積 立 額 

当 期 
取 崩 額 

期 末 
残 高 取崩内容 

Ⅰ医療従事者
等確保積立金 

0 851 20 831 現医療従事者の処遇向上による離職の防

止及び建替え後の機能強化を見据えた医

師・看護師・薬剤師の確保等 

Ⅱ施設・設備
整備等積立金 

0 656 78 578 建替えまでの間の必須機器及びその設置

又は躯体修繕工事、システムの構築・運

用管理等 

合 計 0 1,507 98 1,409  
 

（６）財源の状況 

①財源の内訳 （単位：百万円） 

区 分 計 画 実 績 増 減 

営業収益 

 医業収益 

 運営費負担金収益 

 その他営業収益 

営業外収益 

 運営費負担金収益 

 その他営業外収益 

臨時収益 

21,135 

18,609 

1,883 

643 

100 

13 

87 

0 

20,443 

16,977 

1,883 

1,583 

94 

13 

81 

1 

▲692 

▲1,632 

0 

940 

▲6 

0 

▲6 

1 

②自己収入に関する説明 

山口県立病院機構における自己収入として 営業収益があります。 

収入全体の９割以上を占める営業収益の内訳としては、医業収益や運営費負担 

  金収益、補助金収益などがあります。 

当事業年度についても 新型コロナウイルス感染症への対応として感染患者の

受入のための病床確保や感染防止対策等のために県等から補助金が交付されて

います。 
 

（７）社会及び環境への配慮等の状況 

  山口県立病院機構においては、国等による障害者就労施設等からの物品等の調達 

の推進等に関する法律（平成 24年法律第 50号。）第９条第１項の規定に基づき、 

毎年度、障害者就労施設等からの物品等の調達の推進を図るための方針を定め、公 

表を行っています。 

また、当該年度の障害者就労施設等からの物品等の調達実績を毎年公表していま 

す。 
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（１）リスク管理の状況  

山口県立病院機構では、平成 30 年度に定めた「内部統制に係る基本方針」に基

づく「地方独立行政法人山口県立病院機構リスク管理規程」により法人運営の障害

となるリスクの顕在化の防止又はリスクが顕在化した場合の損失の最小化を図る

リスク管理に取り組んでいます。 

リスク管理体制として、部門ごとのリスク管理を統括する管理体制を定めて内部

統制担当役員（副理事長）によって法人のリスク管理を統括しています。また、内

部統制担当役員及び内部統制統括推進責任者で構成される内部統制委員会におい

て、リスク管理の検討・審議を行っています。 

リスク管理の方法として、「内部統制に係る基本方針」に基づき「リスク管理規 

程」を定めて「リスク管理シート」を作成し、法人内でのリスク管理の統一化及び

共通認識を進めることで、リスク管理を推進しています。 

 （２）業務運営上の課題及びその対応策の状況  

山口県立病院機構は、第７次山口県保健医療計画を踏まえ、地域の医療機関等と

の連携を強化し、救急医療、災害医療、へき地医療、周産期医療や、がん、循環器

疾患、精神疾患などに対する高度専門医療など、県立病院として対応すべき医療を、

経営基盤の強化を図りながら継続的に提供するとともに、県内の医療機関や医療従

事者を支援することにより、本県の医療水準の向上を図ることが求められています。  

このため、山口県立病院機構におけるリスクは、この法人の目的を阻害する要因

である①業務の有効性及び効率性に関するリスク、②事業に関わる法令等の遵守に

関するリスク、③資産の保全に関するリスク及び④財務報告等の信頼性に関するリ

スクと定めています。    

これらのリスクをプロセス、ＩＣＴ管理、予算管理、院内サービス、書類・情報 

の管理、人事・介労務管理、事件、不十分な債権管理、不適切な資産管理、二重計 

上、不適切な会計処理などに区分し、さらに、 具体化されるよう医業未収金、誤振 

込、雇い止め、不適切な情報発信、サイバー攻撃、個人情報の漏洩・紛失など法人 

内共通のリスク事象として評価しています。  

また、各部署においては、これらのリスク事象について発生可能性、影響度の評 

価を行い、影響度の大きいリスクに対しては、「リスク管理シート」を活用して対応 

策を検討するなど、リスクの顕在化防止を図っています。 

さらに、リスク管理の対応状況等については、年度末に内部統制委員会に報告し、 

検証･見直しを行っています。 

８ 業務運営上の課題・リスク及びその対応策 
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【内部統制に係る６つの要素と具体的取組】 

基本的要素 評価の基本的な考え方 評 価 項 目 具体的取組 

統 制 

環 境 

 

１長は、誠実性と倫

理観に対する姿勢

を表明しているか。 

 

１－１ 長は、地方公共団体が事

務を適正に管理及び執行する上

で、誠実性と倫理観が重要である

ことを、自らの指示、行動及び態

度で示しているか。 

・コンプライアンス推進規程、職員倫理 

 規程の制定し、倫理原則・禁止規定の 

明文化 

・長自ら、ハラスメント防止に向けて、 

より良い職場づくりの宣言 

・新規採用職員に対しての訓示 

１－２ 長は、自らが組織に求め

る誠実性と倫理観を職員の行動

及び意思決定の指針となる具体

的な行動基準等として定め、職員

及び外部委託先、並びに、住民等

の理解を促進しているか。 

・コンプライアンス推進規程の制定・ 

 運用 

・職員倫理規程の制定・運用 

 

１－３ 長は、行動基準等の遵守

状況に係る評価プロセスを定め、

職員等が逸脱した場合には、適時

にそれを把握し、適切に是正措置

を講じているか。 

・服務規程による職員等に逸脱があった 

場合の人事担当部局への報告 

・就業規則における懲戒処分等の厳格な 

運用 

２ 長は、内部統制

の目的を達成する

に当たり、組織構 

造、報告経路および

適切な権限と責任 

を確立しているか。 

 

２－１ 長は、内部統制の目的を

達成するために適切な組織構造

について検討を行っているか。 

・山口県立病院機構における内部統制に 

係る基本方針の策定・運用 

・リスク管理規程の制定・運用 

２－２ 長は、内部統制の目的を

達成するため、職員、部署及び各

種の会議体等について、それぞれ

の役割、責任及び権限を明確に設

定し、適時に見直しを図っている

か。 

・機構改革，人事異動の実施及び業務の 

効率的かつ効果的な遂行 

・経営企画室による財務報告等の信頼性 

の確保 

・本部・両センターとの連携による業務 

に関する法令等の遵守 

・事務部による資産の保全 

３ 長は、内部統制

の目的を達成する

にあたり、適切な人

事管理及び教育研

修を行っているか。 

３－１ 長は、内部統制の目的を

達成するために、必要な能力を有

する人材を確保及び配置し、適切

な指導や研修等により能力を引

き出すことを支援しているか。 

・知識、経験、資格等の適性を踏まえた 

人事管理 

・県職員研修所が実施する研修への参加 

・ハラスメント防止研修等、適宜、必要

な研修の実施 
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３－２ 長は、職員等の内部統制

に対する責任の履行について、人

事評価等により動機付けを図る

とともに、逸脱行為に対する適時

かつ適切な対応を行っているか。 

・内部統制統括推進責任者（所属長）、内 

部統制推進責任者による指導及び監督 

・就業規則（懲戒処分）の運用 

基本的要素 評価の基本的な考え方 評 価 項 目 具体的取組 

リスク

の評価 

と対応 

組織は、内部統制の

目的に係るリスク

の評価と対応がで

きるように、十分な

明確さを備えた目

標を明示し、リスク

評価と対応のプロ

セスを明確にして

いるか 

４－１ 組織は、個々の業務に係

るリスクを識別し、評価と対応を

行うため、業務の目的及び業務に

配分することのできる人員等の

資源について検討を行い、明確に

示しているか。 

・組織機構改革及び人事異動の公表 

・人事異動の内示及び事務分掌表の作成 

４－２ 組織は、リスクの評価と

対応のプロセスを明示するとと

もに、それに従ってリスクの評価

と対応が行われることを確保し

ているか。 

・「リスク管理規程」制定によるリスクの 

評価と対応のプロセスの明示 

・各所属に対して上記規程リスク評価及 

び対応策の検討の指示 

・内部統制推進責任者による指導及び監 

 督 

５ 組織は、内部統

制の目的に係るリ

スクについて、それ

らを識別し、分類

し、分析し、評価す 

るとともに、評価結

果に基づいて、必要 

に応じた対応をと

っているか。 

５－１ 組織は、各部署において、

当該部署における内部統制に係

るリスクの識別を網羅的に行っ

ているか。 

・各所属における対象事務全般に係るリ 

スクの識別の網羅的な実施 

５－２ 組織は、識別されたリス

クについて、以下のプロセスを実

施しているか。 

1) リスクが過去に経験したもの

であるか否か、全庁的なものであ

るか否かを分類する 

2) リスクを質的及び量的（発生

可能性と影響度）な重要性によっ

て分析する 

3) リスクに対していかなる対応

策をとるかの評価を行う 

・リスク管理に関して必要な事項を定 

め、もってリスクの顕在化の防止又は 

顕在化した場合の損失の最少化を図る 

ことを目的として、以下の手順で実施  

①識別（分類）、②分析、③評価、④対応 

・ＰＤＣＡサイクル構築を通じて統制環 

境を整備 
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4) リスクの対応策を具体的に特

定し、内部統制を整備する。 

５－３ 組織は、リスク対応策の

特定に当たって、費用対効果を勘

案し、過剰な対応策をとっていな

いか検討するとともに、事後的

に、その対応策の適切性を検討し

ているか。 

・「リスク管理シート」による費用対効果 

を勘案した対応策の検討 

・評価後の事務処理を踏まえた対応策の 

自己検証 

６ 組織は、内部統

制の目的に係るリ

スクの評価と対応 

のプロセスにおい

て、当該組織に生じ

うる不正の可能性

について検討して

いるか。 

６－１ 組織において、自らの地

方独立行政法人において過去に

生じた不正及び他の団体等にお

いて問題となった不正等が生じ

る可能性について検討し、不正に

対する適切な防止策を策定する

とともに、不正を適時に発見し、

適切な事後対応策をとるための

体制の整備を図っているか。 

・職員倫理規程の運用 

・就業規則懲戒規程の運用 

・職員等からの通報制度の設置 

・就業規則による職員等に逸脱があった 

場合の人事担当部局への報告 

基本的要素 評価の基本的な考え方 評 価 項 目 具体的取組 

統 制 

活 動 

７ 組織は、リスク

の評価及び対応に

おいて決定された

対応策について、各

部署における状況

に応じた具体的な

内部統制の実施と

その結果の把握を 

行っているか。 

７－１ 組織は、リスクの評価と

対応において決定された対応策

について、各部署において、実際

に指示通りに実施されているか。 

・リスク管理シートの作成による対応策 

の実施や、自己評価及び是正措置の実 

施 

・内部監査を通じての指導及び監督 

７－２ 組織は、各職員の業務遂

行能力及び各部署の資源等を踏

まえ、統制活動についてその水準

を含め適切に管理しているか。 

・事務分掌の決定及び変更 

・リスク管理委員会における課題・対応 

策の検討 

８ 組織は、権限と

責任の明確化、職務

の分離、適時かつ適

切な承認、業務の結

果の検討等につい

ての方針及び手続

を明示し適切に実

８－１ 組織は、内部統制の目的

に応じて、以下の事項を適切に行

っているか。 

1) 権限と責任の明確化 

2) 職務の分離 

3) 適時かつ適切な承認 

4) 業務の結果の検討 

・山口県立病院機構組織規程、決済規程 

等に関する諸規程の運用 

・物品等又は特定役務の調達手続きの特 

例に関する規程の運用 

・事務の委任、専決及び代決の活用 

・病院機能評価等による外部評価の導入 
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施しているか。 ８－２ 組織は、内部統制に係る

リスク対応策の実施結果につい

て、担当者による報告を求め、事

後的な評価及び必要に応じた是

正措置を行っているか。 

・各所属による自己評価及び是正措 

置の実施 

 

基本的要素 評価の基本的な考え方 評 価 項 目 具体的取組 

情報と

伝  達 

 

 

９ 組織は、内部統

制の目的に係る信

頼性のある十分な

情報を作成してい

るか。 

９－１ 組織は、必要な情報につ

いて、信頼ある情報が作成される

体制を構築しているか。 

・組織規程、事務決裁規定、会計規定等 

の規定（実施細則含）に基づく情報作 

成の体制を構築 

９－２ 組織は、必要な情報につ

いて、費用対効果を踏まえつつ、

外部からの情報を活用すること

を図っているか。 

・職員等からの通報制度の活用 

・第三者機関（公益財団法人日本医療機 

能評価機構）による医療の質に関する 

医療機関の機能を学術的観点からの中 

立的な立場での評価 

９－３ 組織は、住民の情報を含

む、個人情報等について、適切に

管理を行っているか。 

・個人情報保護に関する研修の実施 

・個人情報の適切な取扱いのためのガイ 

ダンスに基づく個人情報の適正な管理 

１０ 組織は、組織

内外の情報につい

て、その入手、必要

とする部署への伝

達及び適切な管理

の方針と手続を定

めて実施している

か。 

10-１ 組織は、作成された情報

及び外部から入手した情報が、そ

れらを必要とする部署及び職員

に適時かつ適切に伝達されるよ

うな体制を構築しているか。 

・患者からの提言箱に寄せられた病院に 

関する意見・要望のフィードバック 

 

10-２ 組織は、組織内における

情報提供及び組織外からの情報

提供に対して、かかる情報が適時

かつ適切に利用される体制を構

築するとともに、当該情報提供を

したことを理由として不利な取

扱を受けないことを確保するた

めの体制を構築しているか。 

・職員等からの通報制度の活用 

・職員等からの通報制度における通報者 

保護 

モニタ

リング 

11 組織は、内部統

制の基本的要素が

存在し，機能してい

ることを確かめる

11－１ 組織は、内部統制の整備

及び運用に関して、組織の状況に

応じたバランスの考慮の下で、日

常的モニタリングおよび独立的

・各所属及び内部監査室における確認・ 

点検 

・内部監査を通じての確認・点検 

・各所属における自己評価の実施 
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ために、日常的モニ

タリングおよび独

立的評価を行って

いるか。 

評価を実施するとともに、それに

基づく内部統制の是正及び改善

等を実施しているか。 

 

11－２ モニタリング又は監査

委員等の指摘により発見された

内部統制の不備について、適時に

是正及び改善の責任を負う職員

へ伝達され、その対応状況が把握

され、モニタリング部署又は監査

委員等に結果が報告されている

か。 

・発見された不備についての所属長及び 

担当職員への伝達 

・指摘された不備への対応結果について 

の審査部署への報告 

・財政的援助団体等監査における指摘事 

項等についての速やかな是正・改善の 

実施、その対応結果を記載した「要確 

認事項に係る対応状況票」の提出 

基本的要素 評価の基本的な考え方 評 価 項 目 具体的取組 

ＩＣＴ

への対

応 

12 組織は、内部統

制の目的に係るＩ

ＣＴ環境への対応

を検討するととも

に、ＩＣＴを利用し

ている場合には、Ｉ

ＣＴの利用の適切

性を検討するとと

もに、ＩＣＴの統制

を行っているか。 

12－１ 組織は、組織を取り巻く

ＩＣＴ環境に関して、いかなる対

応を図るかについての方針及び

手続を定めているか。 

・情報セキュリティポリシー（基本方針） 

の遵守 

12－２ 内部統制の目的のため

に、当該組織における必要かつ十

分なＩＣＴの程度を検討した上

で、適切な利用を図っているか。 

・情報システム調査の実施 

・資産管理システムによる、情報機器等

資産管理の実施 

・勤怠管理システム導入による在院管理

（試行運用中） 

12－３ 組織は、ＩＣＴの全般統

制として、システムの保守及び運

用の管理、システムへのアクセス

管理並びにシステムに関する外

部業者との契約管理を行ってい

るか。 

・情報セキュリティ実施手順書の遵守 

・リモート保守時における接続許可申請 

・サーバ室の入退出管理 

12－４ 組織は、ＩＣＴの業務処

理統制として、入力される情報の

網羅性や正確性を確保する統制、

エラーが生じた場合の修正等の

統制、マスター・データの保持管

理等に関する体制を構築してい

るか。 

・原課、審査部署による入力データ及び 

出力帳票のチェック 

・各管理部門でのデータの修正 

・システム障害対応マニュアルの策定 

・システム非常時に備えたデータバック 

アップの取得 

（遠隔地ＤＣへのバックアップ） 
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（１）医療の提供 

  総合医療センターにおいて、県民の健康と生命を守るため、県立病院として、救 

急医療、周産期医療、へき地医療、災害医療、感染症医療など、他の医療機関では 

対応が困難な医療や不採算医療などに対し、積極的に取り組んでいます。 

また、こころの医療センターにおいては、精神科急性期や精神科専門医療が必要 

 な患者に対して、患者と家族を誠実に支援するとともに、地域社会や関係機関と連 

携した質の高い医療の提供に取り組んでいます。 

 

（２）医療に関する調査及び研究 

総合医療センターにおいて、臨床研究センター（センター長：院長）が、病院全

体の治験、特定臨床研究を含む臨床研究、製造販売後調査を一元的に管理し各部門

の支援を行っています。当年度は、26 件の臨床研究のほか、12 件の製造販売後調

査（医薬品）を行いました。 
 

（３）医療従事者等の研修 

総合医療センターにおいて、山口大学、県の医師臨床研修推進センターとの連携 

により、基幹型臨床研修医を積極的に受け入れるほか、新専門医制度における基幹

病院等として、専門医を積極的に受け入れる体制づくりを行っています。 

また、県内の医療従事者の養成を支援するため、山口大学や山口県立大学などの

大学や防府高校など近隣高校との連携を深め、積極的に実習生の受け入れを行って

います。 

  こころの医療センターにおいては、看護実習や臨床心理学、作業療法、精神保健 

福祉を学ぶ学生の積極的な受け入れを行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

９ 業績の適正な評価の前提情報 
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（１）令和４年度の主要な成果 

10 業務の成果と使用した資源との対比 
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（２）当年度の業務実績とその自己評価 

  各業務の具体的な取組結果と行政コストとの関係の概要については、次のとおり 

です。詳細につきましては、業務実績等報告書を当機構ホームページに掲載してい 

ますので、御覧ください。 

（https://www.ypho.jp/p1-corporation/p1-1zaimu/index.html） 

（単位：百万円） 

項 目 評定 行政コスト 

第１ 県民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上 a 

20,446 
第２ 業務運営の改善及び効率化 a 

第３ 財務内容の改善（予算、収支計画及び資金計画） a 

第４ その他業務運営に関する重要事項 s 

   ■評価区分 

       s：中期計画の進捗は優れて順調 

a：中期計画の進捗は順調 

        b：中期計画の進捗は概ね順調 
         c：中期計画の進捗はやや遅れている 

         d：中期計画の進捗は遅れている 
 

（３）当中期目標期間における山口県知事による総合評定の状況 
   

区 分 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

評 定 A A A 未評価 

■評価区分 

       S：中期計画の進捗は優れて順調 

A：中期計画の進捗は順調 

        B：中期計画の進捗は概ね順調 
         C：中期計画の進捗はやや遅れている 

         D：中期計画の進捗は遅れている 

 
 

https://www.ypho.jp/p1-corporation/p1-1zaimu/index.html
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（単位：百万円） 

区 分 予算額 決算額 差額 差額理由 
収入 

営業収益 
  医業収益 
  運営費負担金収益 
  その他営業収益 

営業外収益 
  運営費負担金収益 
  その他営業外収益 

臨時収益 
資本収入 
 長期借入金 
 その他資本収入 

21,996 
21,014 
18,654 
1,883 
477 
107 
13 
94 
0 

874 
866 

8 

21,172 
20,264 
16,977 
1,883 
1,404 

94 
13 
81 
0 

813 
813 

0 

▲824 
▲750 

▲1,677 
▲0 
927 
▲13 
▲0 
▲13 

0 
▲61 
▲53 
▲8 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

支出 
営業費用 

  医業費用 
   給与費 
   材料費 
   経費 
   その他医業費用 
  一般管理費 
  控除対象外消費税等 

営業外費用 
臨時損失 
資本支出 
 建設改良費 
 償還金 
 その他資本支出 

21,746 
19,518 
18,794 
10,108 
5,548 
3,048 

90 
435 
39 
28 
0 

2,200 
1,067 
1,122 

10 

20,404 
18,185 
17,851 
10,136 
4,849 
2,805 

61 
296 
38 
31 
0 

2,187 
1,065 
1,122 

0 

▲1,342 
▲1,333 

▲943 
28 

▲698 
▲243 
▲29 
▲139 
▲0 

3 
0 

▲13 
▲3 
▲0 
▲10 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

11 予算と決算との対比 
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 詳細につきましては、当機構ホームページに掲載していますので、御覧ください。 

（https://www.ypho.jp/p1-corporation/p1-1zaimu/index.html） 

 

（１）貸借対照表 

（単位：百万円） 

資 産 の 部 金 額 負 債 の 部 金 額 
固定資産 

有形固定資産 
無形固定資産 

投資その他資産 
 
 
流動資産 

現金及び預金 
 未収入金 
 貸倒引当金 

棚卸資産 
 その他 

 

15,431 
12,460 

270 
2,700 

 
 

6,469 
2,348 
4,038 
▲11 
73 
20 
 

 

固定負債 
 資産見返負債 
 長期借入金 
 移行前地方債償還債務 
 退職給付引当金 
  
流動負債 
 預り補助金等 
 １年以内返済長期借入金 
  １年以内返済移行前地方債償還債務  
 未払金 
 預り金 
 引当金 
 その他 

12,137 
1,285 
2,883 
2,836 
5,133 

 
4,277 

3 
890 
278 

2,441 
82 
578 

4 
 

負 債 合 計 16,414 
純 資 産 の 部 金 額 

資本金 
資本剰余金 
利益剰余金 

3,144 
24 

2,318 

純 資 産 合 計 5,486 

資 産 合 計 21,900 負 債 純 資 産 合 計 21,900 

 《資産》 

当事業年度末現在の資産合計は 21,900 百万円となっています。 
 

《負債》 

当事業年度末現在の負債合計は 16,414 百万円と、前年度と比較して 91百万円

減（0.6％減）となっています。 

これは、前年度末と比較して、長期借入金や移行前地方債償還債務が減少して

いることが主な要因です。 
 

《純資産》 

純資産は 5,486 百万円と、前年度比 92 百万円増（1.7％増）となっています。 

これは、資本剰余金や利益剰余金が増加したことが主な要因です。 

 

 

12 要約した財務諸表（財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の理事長による説明情報） 

https://www.ypho.jp/p1-corporation/p1-1zaimu/index.html
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（２）行政コスト計算書 

（単位：百万円） 

科 目 金 額 

損益計算上の費用 20,446 

 経常費用 20,420 

 臨時損失 26 

その他行政コスト 0 

行政コスト合計 20,446 

当事業年度の行政コストは 20,446百万円です。 

 

 

（３）損益計算書 

   （単位：百万円） 

科 目 金 額 

経常収益（A） 20,538 

  医業収益 

  運営費負担金収益 

  その他営業収益 

16,977 

1,896 

1,486 

経常費用（B） 20,420 

医療費用 

一般管理費 

その他の経常費用 

19,250 

305 

865 

 経常利益（A）－（B） 118 

 臨時損益（C） △26 

 当期純利益 （A）－（B）＋（C） 92 

《経常収益》 

当事業年度の経常収益は 20,538 百万円と、前年度と比較して 214 百万円増

（1.1％増）となっています。 

これは、前年度と比較して入院診療収益が増加していることが主な要因です。 
 

《経常費用》 

当事業年度の経常費用は 20,420 百万円と、前年度と比較して 772 百万円増

（3.9％増）となっています。 

 これは、前年度と比較して給与費や経費が増加していることが主な要因です。 
 

《当期純利益》 

当事業年度の当期純利益は 92 百万円と、前年度と比較して 537 百万円減（前

年度は 629百万円の当期純利益）となっています。 

これは、前年度と比較して医業費用が増加していることが主な要因です。 
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（４）純資産変動計算書 

   （単位：百万円） 

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 
（繰越欠損金） 

純資産合計 

当期首残高（A） 3,144 0 2,249 5,394 

当期変動額（B） 0 24 68 92 

 固定資産の取得     

 利益処分による積立   1,507 1,507 

 利益処分による取崩   △1,507 △1,507 

 当期純利益   92 92 

 目的積立金取崩額  24 △24 － 

当期末残高（A）＋（B） 3,144 24 2,318 5,486 

当事業年度の純資産は資本剰余金が 24百万円増加、利益剰余金が 68百万円増

加した結果、5,486 百万円となりました。 

（５）キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円） 

科 目 金 額 

業務活動によるキャッシュ・フロー（A） 2,290 

投資活動によるキャッシュ・フロー（B） △1,704 

財務活動によるキャッシュ・フロー（C） △309 

資金に係る換算差額（D）  

資金増加額（E）=（A）＋（B）＋（C）＋（D） 277 

資金期首残高（F） 1,870 

資金期末残高（E）＋（F） 2,146 

《業務活動によるキャッシュ・フロー》 

当事業年度の業務活動によるキャッシュ・フローは 2,290百万円の収入と、前 

年度と比較して 1,628百万円の増となっています。 

これは、前年度と比較して補助金等収入が増加していることが主な要因です。 
 

《投資活動によるキャッシュ・フロー》 

当事業年度の投資活動によるキャッシュ・フローは△1,704 百万円の収入と、

前年度と比較して 605百万円の減となっています。 

これは、前年度と比較して固定資産の取得による支出が減少していることが主 

な要因です。 
 

《財務活動によるキャッシュ・フロー》 

当事業年度の財務活動によるキャッシュ・フローは△309百万円の収入と、前 

年度と比較して 129百万円の減（29.2％減）となっています。これは、前年度と

比較して、長期借入金の返済による支出が減少していることが主な要因です。 
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中期目標等に基づき業務を行いつつ、法人の目的を有効かつ効率的に果たすため、

内部統制に係る基本方針を定め、当方針に基づき、次の体制により、内部統制を推進

しています。 

■内部統制の推進体制 
 

 
 

 

（１）名称 

   地方独立行政法人山口県立病院機構 

（２）所在地 

   防府市大字 10077 番地 

（３）成立年月日 

   平成 23年４月１日 

（４）設立団体 

   山口県 

（５）資本金の額 

   3,144,411千円 

（６）組織図 
    

1３ 内部統制の運用に関する情報 

1４ 法人の基本情報 
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（７）設置運営する病院の概要 
    

病 院 の 名 称 総合医療センター こころの医療センター 

所 在 地 防府市大字大崎 10077番地 宇部市大字東岐波 4004-2 

開 設 時 期 昭和 24年４月１日 昭和 28年９月１日 

許 可 病 床 数 504床 180床 

 一 般 490床 － 

感 染 症 14床 － 

精 神 － 180床 

診療科目 

内科、脳神経内科、呼吸器内科、 
消化器内科、循環器内科、腎臓内
科、内分泌内科、血液内科、小児科、
小児科(新生児科)、外科、呼吸器外
科、消化器外科、乳腺外科、整形外
科、形成外科、脳神経外科、頭頚部
外科、心臓血管外科、小児外科、 
皮膚科、泌尿器科、産婦人科、婦人
科(生殖医療)、眼科、耳鼻咽喉科、
リハビリテーション科、放射線科、
精神科、救急科、麻酔科、歯科、  
歯科口腔外科、病理診断科 

精神科 

主な医療機能 

地域がん診療連携拠点病院 

救命救急センター 

総合周産期母子医療センター 

へき地医療拠点病院 

基幹災害拠点病院 

感染症指定医療機関(1 種･2 種) 

エイズ治療拠点病院 

臓器提供施設 

基幹型臨床研修病院 

看護等実習病院 

認知症疾患医療センター 

地域医療支援病院 

てんかん支援拠点病院 

がんゲノム医療連携病院 

応急入院指定病院 

精神科救急入院料算定施設 

医療観察法指定（通院及び入院）医療

機関 

認知症疾患医療センター 

臨床心理センター 

精神科救急情報センター 

協力型臨床研修病院 

看護等実習病院 

高次脳機能障害支援拠点病院 

災害拠点精神科病院 

 


